
１．１５歳以上人口の就業状態

　　　　

表１　就業状態別15歳以上人口（平成２９年、令和４年）

図１　就業状態の構成比　

表２　就業状態（男女別）

結果の概要

○ 有業者は１,２０１,８００人、無業者は８１６,４００人であり、５年前の前回調査（平成２９年）に比べ

有業者は５,２００人、無業者は１６,４００人減少している。（表１）

○ 有業者のうち、雇用者は１,０９４,５００人（９１.１％）で、雇用形態別では「正規の職員・従業員（役員を

除く）」が ６７１,９００人（５５.９％）、「非正規の職員・従業員」が３６３,６００人（３０.３％）、「会社などの

役員」が５８,９００人（４.９％）となっている。（図１、表２）
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　２．有業者の状況

　〇　有業率（１５歳以上人口に占める有業者の割合）は全体で５９.５％（前回より０.３ポイント上昇）、
　　 男女別では、男性が６８.１％（１.１ポイント低下）、女性が５１.５％（１.８ポイント上昇）であった。
　　　 昭和６２年からの推移をみると、男性が低下傾向、女性は上昇傾向にある。（図２）

　〇　有業率が最も高い年代は、男性が３０～３４歳（９３.５％）、女性が２５～２９歳（８５.４％）である。
     （表３、図３）　　 

　〇　有業者のうち、「正規の職員・従業員」は６７１,９００人で前回に比べ１０,１００人増加している。（図４）

　〇　従業上の地位を割合で見ると、有業者のうち、雇用者総数は９１.１％で前回に比べ０.１ポイント
　　 上昇している。（図５）

図２　有業率の推移（昭和６２年～令和４年）

　　　表３　年齢階級別有業率（平成２９年、令和４年）

     図３　年齢階級別有業率（平成２９年、令和４年）
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図４　従業上の地位・雇用形態別有業者数

図５　有業者の従業上の地位・雇用形態の割合（平成２９年、令和４年）
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　３．産業及び職業

　〇　有業者について、産業大分類別でみると、「卸売業、小売業」が１９７,７００人(１６.９％)で最も

 　　多くなっており、男女別では、男性は「製造業」が９９,０００人（１５.３％）、女性は「医療、福祉」が

　　 １０８,６００人 （２０.８％）で最も多い。（表４）

　○　職業大分類別でみると、「事務従事者」が２６９,８００人（２３.０％）で最も多くなっており、男女別で

　　 みても 「事務従事者」が最も多く、男性１１４,９００人（１７.７％）、女性１５４,９００人（２９.６％）と

　　 なっている。（表５）

 注）構成比には「分類不能の産業」を除いて算出している。

表４　男女、産業大分類別の有業者数及び構成比（平成２９年、令和４年）
（単位：人、％）

実数 構成比
男女計 男 女 男女計 男 女 男女計 男女計

農業、林業 38,900 24,900 14,000 3.3 3.8 2.7 41,800 3.6

漁業 7,400 5,500 1,900 0.6 0.8 0.4 3,700 0.3

鉱業、採石業、砂利採取業 300 100 200 0.0 0.0 0.0 600 0.1

建設業 108,500 91,500 17,000 9.3 14.1 3.3 123,800 10.6

製造業 151,400 99,000 52,400 12.9 15.3 10.0 151,700 13.0

電気・ガス・熱供給・水道業 10,100 8,900 1,200 0.9 1.4 0.2 13,600 1.2

情報通信業 30,100 20,900 9,200 2.6 3.2 1.8 26,200 2.2

運輸業、郵便業 67,700 54,000 13,700 5.8 8.3 2.6 68,700 5.9

卸売業、小売業 197,700 92,400 105,300 16.9 14.3 20.2 200,300 17.1

金融業、保険業 23,300 9,100 14,200 2.0 1.4 2.7 26,200 2.2

不動産業、物品賃貸業 25,900 16,000 9,900 2.2 2.5 1.9 28,000 2.4

学術研究、専門・技術サービス業 41,800 25,700 16,100 3.6 4.0 3.1 39,900 3.4

宿泊業、飲食サービス業 62,000 22,300 39,700 5.3 3.4 7.6 69,100 5.9

生活関連サービス業、娯楽業 42,500 16,400 26,000 3.6 2.5 5.0 42,000 3.6

教育、学習支援業 72,500 34,800 37,700 6.2 5.4 7.2 58,700 5.0

医療、福祉 147,300 38,800 108,600 12.6 6.0 20.8 142,900 12.2

複合サービス事業 11,900 6,900 5,000 1.0 1.1 1.0 9,600 0.8

サービス業（他に分類されないもの） 85,600 49,100 36,500 7.3 7.6 7.0 85,100 7.3

公務（他に分類されるものを除く） 44,600 30,900 13,700 3.8 4.8 2.6 39,500 3.4

平成２９年
実数 構成比産業大分類

令和４年
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表５　男女、職業大分類別の有業者数及び構成比（平成２９年、令和４年）
（単位：人、％）

実数 構成比
男女計 男 女 男女計 男 女 男女計 男女計

管理的職業従事者 27,900 23,000 4,900 2.4 3 .6 0.9 28,200 2.4

専門的・技術的職業従事者 201,500 100,900 100,600 17.2 15 .6 19.2 192,500 16.4

事務従事者 269,800 114,900 154,900 23.0 17 .7 29.6 242,000 20.6

販売従事者 142,800 72,700 70,100 12.2 11 .2 13.4 159,600 13.6

サービス職業従事者 139,300 42,800 96,500 11.9 6 .6 18.4 141,500 12.1

保安職業従事者 20,800 18,200 2,600 1.8 2 .8 0.5 19,900 1.7

農林漁業従事者 43,200 30,000 13,200 3.7 4 .6 2.5 43,800 3.7

生産工程従事者 144,000 100,600 43,400 12.3 15 .5 8.3 145,200 12.4

輸送・機械運転従事者 44,600 42,900 1,600 3.8 6 .6 0.3 53,600 4.6

建設・採掘従事者 57,200 56,100 1,100 4.9 8 .7 0.2 69,000 5.9

運搬・清掃・包装等従事者 80,500 45,300 35,200 6.9 7 .0 6.7 78,700 6.7

職業大分類
令和４年 平成２９年

実数 構成比
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４．雇用者の状況

〇 雇用者について、雇用形態別でみると「正規の職員・従業員」は男性４３３,３００人、
女性２３８,７００人で、前回に比べ男性は減少、女性は増加している。「非正規の職員・従業員」は
男性１１７,７００人、女性２４６,０００人で男女ともに減少している。 （図６）

〇 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合は３５.１％で、全国平均（３６.９％）と
比べ１.８ポイント下回っている。男女別では、男性２１.４％、 女性５０.８％となっており、男性は上昇、
女性は低下している。（図７）

〇 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合について、年齢階級別にみると、
「６５歳以上」が７３.５％で最も高くなっており、男女別では男性は「６５歳以上」が６６.５％と最も高く、
次いで「１５～２４歳」（４５.２％）となっている。 女性は、「１５～２４歳」以外の年齢階級で男性を
上回っており、特に 「６５歳以上」が８４.０％と最も高くなっている。（表６、図８）

〇 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員のうち、若年者（１５～３４歳）は８４,４００人
となっており、平成１４年からの推移を見ると減少傾向にある。一方、高齢者（６５歳以上）は前回に
比べ１０,８００人増加し、６５,６００人となった。（図９、図１０）

図６ 男女、正規・非正規別雇用者数の推移 （平成１４年～令和４年）

図７ 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員 ・従業員の割合の推移
（平成１４年～令和４年）
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表６ 男女、年齢階級別 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合

図８ 男女、年齢階級別 雇用者（役員を除く）に占める非正規の職員・従業員の割合

図９ 若年者の正規・非正規別 図１０ 高齢者の正規・非正規別
雇用者数の推移 （平成１４年～令和４年） 雇用者数の推移 （平成１４年～令和４年）

45.2

14.5 11.0
6.0

25.5

66.5

39.5
32.2

47.6
52.7

64.5

84.0

0

20

40

60

80

100

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

男 女

（％）

（単位：人、％）

区 分 総 数 15 ～ 24 歳 25 ～ 34 歳 35 ～ 44 歳 45 ～ 54 歳 55～64歳 65 歳 以 上

雇 用 者 1,035,600 96,500 191,200 229,200 252,000 177,500 89,200
非正規の
職員・従業員 363,600 40,800 43,600 65,000 72,300 76,300 65,600

割 合 35.1 42.3 22.8 28.4 28.7 43.0 73.5
雇 用 者 551,000 46,900 102,600 120,400 129,800 98,300 52,900
非正規の
職員・従業員 117,700 21,200 14,900 13,300 7,800 25,100 35,200

割 合 21.4 45.2 14.5 11.0 6.0 25.5 66.5
雇 用 者 484,600 49,600 88,600 108,800 122,200 79,200 36,300
非正規の
職員・従業員 246,000 19,600 28,500 51,800 64,400 51,100 30,500

割 合 50.8 39.5 32.2 47.6 52.7 64.5 84.0

男

女

男
女
計

245.5 227.8
188.6

211.0 203.2

122.9
126.9

118.3
95.9

84.4

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

１４年 １９年 ２４年 ２９年 令和４年

非正規職員・従業員

正規職員・従業員

8.9 8.3 11.3
19.9 23.6

16.6 21.1

30.9

54.9

65.6

0.0

50.0

100.0

１４年 １９年 ２４年 ２９年 令和４年

非正規職員・従業員

正規職員・従業員

89.2

（千人） （千人）

368.5 354.8

42.2

26.0 29.7

307.0 307.0 287.7

平成 平成

74.8

令和４年 令和４年

令和４年就業構造基本調査 －９－ 結果の概要



５．非正規職員・従業員の就業理由と就業調整

〇 非正規の職員・従業員について、現職の就業形態についている主な理由別にみると、

「自分の都合のよい時間に働きたいから」とした者が９５,６００人（２６.３％）と最も多く、男女別でみても、

男性は ２８,６００人（２４.３％）、女性は６７,０００人（２７.２％）となっている。（表７）

〇 非正規の職員・従業員のうち、就業調整をしている者は、８４,５００人（２３.２％）で、 男女別にみると、

男性は１３,１００人（１１.１％）、女性は７１,４００人（２９.０％）となっている。

年齢階層別にみると、「４５～５４歳」が３０.０％で最も高く、男女別でみると、男性は「１５～２４歳」が

３０.２％、女性は「３５～４４歳」及び「４５～５４歳」が３３.４％で 最も高くなっている。（表８、図１１）

注）「就業調整をしている」とは、非正規の職員・従業員が、収入を一定の金額以下に抑えるために就業時間や日数を調整していることをいう。

表７ 現職の就業形態についている主な理由別非正規の職員・従業員の数及び割合

表８ 男女、年齢階級別就業調整をしている非正規の職員・従業員の数及び割合

図１１ 男女、年齢階級別就業調整をしている非正規の職員・従業員の割合

（単位：人、％）

総 数
自分の都合の
よい時間に
働きたいから

家計の補助・
学費等を
得たいから

家事・育児・
介護等と両立
しやすいから

通勤時間が
短いから

専門的な技能
等を生かせる
から

正規の職員・
従業員の仕事
がないから

その他

男女計 363,600 95,600 75,700 39,200 18,600 26,500 42,200 50,400
男 117,700 28,600 18,100 1,200 6,000 13,700 22,300 22,300
女 246,000 67,000 57,700 38,000 12,600 12,800 19,800 28,200

男女計 100.0 26.3 20.8 10.8 5.1 7.3 11.6 13.9
男 100.0 24.3 15.4 1.0 5.1 11.6 18.9 18.9
女 100.0 27.2 23.5 15.4 5.1 5.2 8.0 11.5

実
数

構
成
比

現職の就業形態に
ついている

主な理由

30.2

4.7
1.5 2.6

8.0
10.8

24.0
21.1

33.4 33.4

29.4

23.3

0
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20
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40

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

男 女（％）

（単位：人、％）

総 数 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

非正規の職員・従業員 363,600 40,800 43,600 65,000 72,300 76,300 65,600
うち就業調整をしている者 84,500 11,100 6,600 17,500 21,700 16,800 10,800
割 合 23.2 27.2 15.1 26.9 30.0 22.0 16.5

非正規の職員・従業員 117,700 21,200 14,900 13,300 7,800 25,100 35,200
うち就業調整をしている者 13,100 6,400 700 200 200 2,000 3,800
割 合 11.1 30.2 4.7 1.5 2.6 8.0 10.8

非正規の職員・従業員 246,000 19,600 28,500 51,800 64,400 51,100 30,500
うち就業調整をしている者 71,400 4,700 6,000 17,300 21,500 15,000 7,100
割 合 29.0 24.0 21.1 33.4 33.4 29.4 23.3

男
女
計

男

女
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６．非就業希望者の状況

○ 無業者のうち非就業希望者が就業しない主な理由は、「高齢のため」が３３９,２００人（５１.５％）で
最も多くなっており、男女別でみても「高齢のため」が最も多く、男性は１１８,４００人（４７.２％）、女性は
２２０,８００人（５４.１％）となっている。（表９）

表９ 非就業希望理由別非就業希望者数及び割合
（単位：人、％）

総 数

出産・育児

のため

介護・看護

のため

家事（出産・

育児・介護・

看護以外）の

ため

通学のため 病気・けが

のため

高齢のため 学校以外で進

学や資格取得

などの勉強を

している

ボランティア

活動に従事し

ている

仕事をする自

信がない

その他 特に理由は

ない

男女計 658,900 8,500 15,500 14,800 91,800 66,800 339,200 2,800 5,700 12,900 35,000 60,800
男 251,000 - 3,700 800 50,500 31,800 118,400 1,100 1,700 4,200 13,900 22,600
女 407,900 8,500 11,800 14,000 41,300 34,900 220,800 1,700 4,000 8,800 21,100 38,200

男女計 100.0 1.3 2.4 2.2 13.9 10.1 51.5 0.4 0.9 2.0 5.3 9.2
男 100.0 - 1.5 0.3 20.1 12.7 47.2 0.4 0.7 1.7 5.5 9.0
女 100.0 2.1 2.9 3.4 10.1 8.6 54.1 0.4 1.0 2.2 5.2 9.4

非就業希望者が
就業しない

主な理由

実
数

構
成
比
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　７．テレワークの実施状態

　〇　有業者について、過去１年間のうち、テレワークを「実施した」者は１６７,３００人で、有業者に

　　 占める割合は１４.１％であり、全国値を５.０ポイント下回っている。また、テレワーク実施の場所は

　　 「自宅」が１５５,２００人で最も多い。（表１０）

　〇　テレワーク実施の頻度（年間）は「２０％未満」が１０６,９００人（８.９％）で最も多い。（表１１）

　〇　年齢階級別でみると、「４５～５４歳」が４６,４００人（２７.７％）で最も多くなっており、男女別でみても、

　　 男性、女性ともに「４５～５４歳」が最も多く、男性は３２,０００人（２８.３％）、女性は１４,５００人（２６.７％）と

　　 なっている。（表１２）

 注）有業者に占める実施した割合は「テレワーク実施の有無・頻度」が不詳の者を除いて算出している。

表１０　テレワーク実施の有無・実施の場所別有業者数及び有業者に占める実施した割合

表１１　テレワークを実施した頻度及び割合

表１２　男女、年齢階級別テレワーク実施の有無別有業者及び割合

（単位：人、％）

実施した ２０％未満
２０～４０％

未満
４０～６０％

未満
６０～８０％

未満
８０％以上

実数 1,201,800 167,300 106,900 20,500 12,000 7,300 20,400

構成比 100.0 14.1 8.9 1.7 1.0 0.6 1.7

実施頻度

総数

（単位：人、％）

自宅
サテライト
オフィス

その他

宮城県 1,201,800 167,300 155,200 4,000 6,800 1,022,500 14.1

全　国 67,060,400 12,651,200 11,851,800 269,200 434,100 53,707,500 19.1

総数 実施した
実施して
いない

有業者に
占める

実施した割合

（単位：人、％）

総数 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上
総数 1,201,800 97,600 200,000 249,600 284,500 213,500 156,500

実施した 167,300 9,300 32,100 41,800 46,400 27,300 10,500
実施していない 1,022,500 88,000 164,900 206,700 235,900 184,800 142,200

男 665,400 47,700 108,500 135,200 153,900 121,200 99,000
実施した 112,900 4,100 19,700 27,700 32,000 21,700 7,900

実施していない 544,600 43,300 86,100 107,000 120,700 98,500 89,100
女 536,400 50,000 91,500 114,400 130,600 92,400 57,500

実施した 54,400 5,200 12,400 14,100 14,500 5,600 2,600
実施していない 477,900 44,700 78,900 99,700 115,200 86,300 53,100

総数 100.0 8.1 16.6 20.8 23.7 17.8 13.0
実施した 100.0 5.6 19.2 25.0 27.7 16.3 6.3

実施していない 100.0 8.6 16.1 20.2 23.1 18.1 13.9
男 100.0 7.2 16.3 20.3 23.1 18.2 14.9

実施した 100.0 3.6 17.4 24.5 28.3 19.2 7.0
実施していない 100.0 8.0 15.8 19.6 22.2 18.1 16.4

女 100.0 9.3 17.1 21.3 24.3 17.2 10.7
実施した 100.0 9.6 22.8 25.9 26.7 10.3 4.8

実施していない 100.0 9.4 16.5 20.9 24.1 18.1 11.1

実
　
　
数

割
　
　
合
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　８．副業の状況

　〇　非農林業従事者（有業者のうち本業の産業が「農業、林業」及び「分類不能の産業」以外の者を

　　　いう。）のうち、副業がある者は４４,８００人で、前回調査に比べて４,５００人の増加となっている。

　　　（表１３）

　表１３　非農林業従事者のうち副業がある者の数及び割合の推移（平成14年～令和4年）

　９．フリーランスの状況

　〇　有業者のうち、フリーランスの数は４３,４００人で、有業者に占める割合は３.６％であり、全国値を

　　 ０.２ポイント下回っている。（表１４）

　　表１４　フリーランスの本業・副業の別フリーランスの数及び有業者に占める割合

（単位：人、％）

総　数 本業が
フリーランス 本業のみ 本業及び副業

副業のみ

男女計 43,400 35,000 33,400 1,600 8,400
男 30,500 25,100 24,200 900 5,400
女 12,900 9,900 9,200 700 3,000

男女計 2,574,000 2,093,700 2,029,400 64,300 480,300
男 1,741,500 1,460,100 1,415,200 44,900 281,400
女 832,500 633,600 614,200 19,400 198,900

男女計 3.6 2.9 2.8 0.1 0.7
男 4.6 3.8 3.6 0.1 0.8
女 2.4 1.8 1.7 0.1 0.6

男女計 3.8 3.1 3.0 0.1 0.7
男 4.7 4.0 3.9 0.1 0.8
女 2.7 2.1 2.0 0.1 0.7

全
国

実
数

割
合

フリーランスの
本業・副業の別

宮
城
県

全
国

宮
城
県

（単位：人、％）

平成14年 平成19年 平成24年 平成29年 令和4年
男女計 51,100 57,300 41,600 40,300 44,800

男 33,900 40,100 27,500 23,400 24,300
女 17,300 17,200 14,100 17,000 20,500

男女計 2,363,600 2,415,100 2,145,500 2,450,600 3,049,000
男 1,416,800 1,393,300 1,169,500 1,285,600 1,528,900
女 946,600 1,021,700 975,900 1,165,000 1,520,100

男女計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
男 66.3 70.0 66.1 58.1 54.2
女 33.9 30.0 33.9 42.2 45.8

男女計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
男 59.9 57.7 54.5 52.5 50.1
女 40.0 42.3 45.5 47.5 49.9

宮
城
県

全
国

割
合

宮
城
県

全
国

実
数
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１０．育児をしている者の就業状態

〇 育児をしている者について、有業率は８４.０％となっており、男女別でみると、男性は９９.１％、
女性は７２.１％となっている。年齢階級別では、男性は全ての年齢階級で９０％を超えている。
女性は「２５～２９歳」が７８.１％と最も高くなっており、前回と比べ育児をしている女性の有業率は
全ての年齢階級で上昇している。（表１５、図１２）

〇 過去５年間（平成２９年１０月～令和４年９月）に出産・育児のために前職を離職した者は

上回っている。（表１６）

正規の職員・従業員（３５.８％）、非正規の職員・従業員（３３.３％）ともに最も高くなっている。
女性は「８時間以上」が正規の職員・従業員（３８.１％）、非正規の職員・従業員（４１.９％）ともに
最も高くなっている。（図１３）

注）

表１５ 男女、就業状態、年齢階級別育児をしている者の数及び割合

図１２ 男女、年齢階級別育児をしている者の有業率（平成２９年、令和４年）
＜ 男 ＞ ＜ 女 ＞

〇 育児をしている（注）者は１６６,１００人で、うち有業者は１３９,６００人、無業者は２６,５００人

１４,２００人で、前職を離職した者に占める割合は３.８％となっており、全国値を０.３ポイント

〇 育児をしている雇用者について、1日当たりの家事・育児時間をみると、男性は「１～２時間未満」が

となっている。（表１５）

「育児をしている」とは、小学校入学前の未就学児を対象とした育児（乳幼児の世話や見守りなど）をいい、孫、おい・めい、弟妹
の世話などは含まない。
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（％） （％）

（単位：人、％）

男女 年齢

就業状態 平成29年

総 数 15～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上 総 数

総数 166 ,100 3 ,700 18 ,600 38 ,700 53 ,500 43 ,300 8 ,300 185 ,100

有業者 139 ,600 2 ,400 15 ,900 31 ,000 45 ,700 36 ,800 7 ,900 150 ,000

無業者 26 ,500 1 ,400 2 ,700 7 ,700 7 ,900 6 ,500 400 35 ,100

男 73 ,700 500 7 ,200 15 ,700 24 ,800 19 ,000 6 ,500 80 ,800

有業者 73 ,000 500 7 ,000 15 ,500 24 ,600 18 ,900 6 ,500 80 ,200

無業者 700 － 200 200 200 100 － 600

女 92 ,400 3 ,200 11 ,400 23 ,000 28 ,800 24 ,300 1 ,800 104 ,300

有業者 66 ,600 1 ,800 8 ,900 15 ,500 21 ,000 17 ,900 1 ,400 69 ,800

無業者 25 ,800 1 ,400 2 ,500 7 ,500 7 ,700 6 ,400 400 34 ,500

総数

有業者 84 .0 64 .9 85 .5 80 .1 85 .4 85 .0 95 .2 81 .0

無業者 16 .0 37 .8 14 .5 19 .9 14 .8 15 .0 4 .8 19 .0

男

有業者 99 .1 100 .0 97 .2 98 .7 99 .2 99 .5 100 .0 99 .3

無業者 0 .9 － 2.8 1 .3 0 .8 0 .5 － 0.7

女

有業者 72 .1 56 .3 78 .1 67 .4 72 .9 73 .7 77 .8 66 .9

無業者 27 .9 43 .8 21 .9 32 .6 26 .7 26 .3 22 .2 33 .1

育児をしている

実

数

有

業

率

令和４年
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表１６ 男女、出産・育児のために過去５年間に前職を離職した者の数及び割合

図１３ 男女、雇用形態、1日当たりの家事・育児時間別育児をしている雇用者の割合

（単位：人、％）

前職の離職時期 平成29年10月～令和４年９月
平成24年10月

～29年９月

男女 宮城県 全国 宮城県

総数 375,500 19,946,400 370,200

男 175,700 9,168,200 173,100

女 199,800 10,778,300 197,000

総数 14,200 696,300 15,600

男 300 23,300 400

女 13,900 673,000 15,200

総数 3.8 3.5 4.2

男 0.2 0.3 0.2

女 7.0 6.2 7.7

実

数 出産・育児の

ために

離職した者

離職者

前職を離職した者

に占める割合
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１１．介護をしている者の就業状態

〇 介護をしている者について、有業率は５３.４％となっており、男女別でみると、男性は６２.６％、女性は

４７.３％となっている。年齢階層別では、男性、女性ともに「３０～３９歳」が最も高く、男性は８８.５％、

女性は９０.６％となっている。また、前回と比べ男性は「３０歳未満」の年齢階級で大きく低下、

女性は 「３０～３９歳」の年齢階級で大きく上昇している。（図１４）

〇 過去５年間に介護・看護のために前職を離職した者は９,７００人で、前職を離職した者に占める

割合は２.６％となっており、全国値を０．２ポイント上回っている。（表１８）

〇 介護をしている雇用者の介護日数について、男性は正規の職員・従業員が「月に３日以内」

（３１.５％）、非正規の職員・従業員が「週に６日以上」（３９.３％）と最も高くなっている。一方、女性は

「週に６日以上」が正規の職員・従業員（３４.５％）、非正規の職員・従業員（４０.８％）ともに最も高く

なっている。（図１５）

注）

表１７ 男女、就業状態、年齢階級別介護をしている者の数及び割合（令和４年）

図１４ 男女、年齢階級別介護をしている者の有業率（平成２９年、令和４年）
＜ 男 ＞ ＜ 女 ＞

「介護をしている」とは、日常生活における入浴・着替え・トイレ・移動・食事などの際に何らかの手助けをする場合をいい、介護
保険制度の要介護認定を受けていない人や自宅外にいる家族の介護も含まれる。

〇 介護をしている（注）者は１１６,０００人で、うち有業者は６１,９００人、無業者は約５４,１００人となっている。

（表１７）
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平成２９年

総 数 30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上 総 数

総数 116,000 5 ,000 5 ,900 11 ,800 33 ,900 36,300 23 ,100 117,900

有業者 61,900 2 ,400 5 ,200 8 ,900 23 ,300 17,700 4 ,300 63,600

無業者 54,100 2 ,500 600 2 ,900 10 ,600 18,600 18 ,800 54,300

男 46,000 3 ,000 2 ,600 5 ,500 10 ,900 14,500 9 ,400 44,000

有業者 28,800 1 ,200 2 ,300 4 ,700 9 ,200 8 ,400 2 ,900 29,900

無業者 17,200 1 ,800 300 700 1 ,800 6 ,200 6 ,500 14,100

女 70,000 2 ,000 3 ,200 6 ,400 22 ,900 21,800 13 ,700 74,000

有業者 33,100 1 ,200 2 ,900 4 ,200 14 ,100 9 ,300 1 ,300 33,700

無業者 36,900 700 300 2 ,100 8 ,800 12,400 12 ,300 40,300

総数

有業者 53 .4 48 .0 88 .1 75 .4 68 .7 48 .8 18 .6 53 .9

無業者 46 .6 50 .0 10 .2 24 .6 31 .3 51 .2 81 .4 46 .1

男

有業者 62 .6 40 .0 88 .5 85 .5 84 .4 57 .9 30 .9 68 .0

無業者 37 .4 60 .0 11 .5 12 .7 16 .5 42 .8 69 .1 32 .0

女

有業者 47 .3 60 .0 90 .6 65 .6 61 .6 42 .7 9 .5 45 .5

無業者 52 .7 35 .0 9 .4 32 .8 38 .4 56 .9 89 .8 54 .5

令和４年

男女

就業状態

介護をしている

実

数

有

業

率

年齢
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表１８ 男女、介護・看護のために過去５年間に前職を離職した者の数及び割合

図１５ 男女、雇用形態、介護日数別 介護をしている雇用者の割合
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非正規の職員・従業員

（総数17,400人）

正規の職員・従業員

（総数11,000人）

月に３日以内 週に１日 週に２日 週に３日

週に４～５日 週に６日以上

＜女＞

＜男＞

（5,200人） （3,900人） （1,100人）

（800人）

（600人）

（4,600人）

（3,100人） （1,800人） （600人）

（500人）

（600人） （3,800人）

（1,100人） （1,000人） （500人）

（100人）

（500人） （2,200人）

（3,800人） （2,500人） （1,400人）

（1,100人）

（1,000人）

（7,100人）

（単位：人、％）

前職の離職時期
平成24年10月

～29年９月

男女 宮城県 全国 宮城県

総数 375,500 19,946,400 370,200

男 175,700 9,168,200 173,100

女 199,800 10,778,300 197,000

総数 9,700 473,700 10,400

男 2,900 119,600 1,800

女 6,700 354,200 8,600

総数 2.6 2.4 2.8

男 1.7 1.3 1.0

女 3.4 3.3 4.4

平成29年10月～令和４年９月

実

数

離職者

介護・看護の

ために

離職した者

前職を離職した者

に占める割合

令和４年就業構造基本調査 －１７－ 結果の概要


